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地方分権改革推進委員会の「第３次勧告」に関する談話
１．地方分権改革推進委員会（委員長：丹羽宇一郎伊藤忠商事会長）は、10月　８日、鳩山総理に「第３次勧告」（以下「勧告」とする）を行った。国の「義務付け・枠付け」の見直しにより、中央政府主導のシステムから「基礎自治体優先の原則」による行政システムに転換するなど、地方分権が一歩進む内容となったことは評価する。

２．勧告では、国による自治事務の「義務付け・枠付け」見直しと、条例による法令の上書き権を含めた条例制定権の拡大、「国と地方の協議の場」の法制化などが示された。国による「義務付け・枠付け」見直しは、財政状況によっては地域住民への公共サービスの低下につながる恐れがあるなど、社会的セーフティネットの面で、サービスの縮小や質の低下を招かないような工夫が必要である。また、地方自治体がその財源をどう確保するかが課題である。

３．加えて、国の直轄事業についての「国と地方の協議の場」の法制化が盛り込まれた。連合は、同様の考え方を「地方分権についての連合の考え方」（2008.4.17）において主張してきた。事業実施にあたっては、住民へのサービスの中身についての情報公開の徹底と、住民参加による地方議会での議論と合意が求められる。また、国の直轄事業は極力地方に移すとともに、国の政策立案段階での地方自治体の意見反映が必要である。

４．今後、地方分権改革推進委員会は、「第４次勧告」で地方税財源のあり方についてまとめた後、新政権に引き継ぐことになる。国から地方への税源移譲を一層進め、地方財政の充実と強化により、地方が財源と権限をもって自らが決定できる分権改革の実現を期待する。
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